
○両市立病院における診療記録の情報提供に関する要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、「診療情報の提供等に関する指針」（平成１５年９月１２日付け厚生労働省医政局

長通知）に基づき、患者等の求めに応じて、千葉市立青葉病院又は千葉市立海浜病院（以下「両市立病

院」という。）が保有する診療記録に関する任意の情報提供（閲覧に供すること又は写しを交付するこ

と）に関する必要な事項を定めることを目的とする。  

 （情報提供する診療記録の範囲） 

第２条 情報提供の範囲は、診療録、処方箋、手術記録、看護記録、検査所見記録、エックス線写真、紹

介状、退院した患者に係る入院期間中の診療経過の要約その他の診療の過程で患者の身体状況、病状、

治療等について作成、記録又は保存された書類、画像等の記録（以下「診療記録」という。）とする。 

 （診療記録の情報提供を求めることができる者） 

第３条 次に掲げる者は、診療記録を保有する両市立病院の院長（以下「院長」という。）に対し、診療

記録に関する情報提供の申出（以下「情報提供の申出」という。）をすることができる。 

（１）患者本人 

（２）患者本人が成年被後見人の場合の法定代理人 

（３）患者本人が未成年者の場合の法定代理人 

（４）実質的に患者本人のケアを行っている親族又はこれに準ずる者 

（５）患者本人が死亡した場合の患者の父母、配偶者、子又はこれに準ずる者 

（６）前各号に掲げるもののほか、院長が情報提供の申出を認めた者 

（７）国等に提供する場合であって、提供を受けるものの所掌する事務の遂行に当該個人情報が必要不可

欠であり、かつ、当該個人情報を使用することにやむを得ない理由があると認められる申出に該当す

る者 

２ 前項第３号に掲げる者のうち、患者が１５歳以上の未成年者については、疾病の内容によっては患者

本人のみの請求を認めることができる。 

３ 前項第４号に掲げる者は、情報提供の申出を行うに当たっては、患者本人の同意を得なければならな

い。ただし、患者本人が合理的な判断ができない状態にあると認められる場合は、この限りではない。 

 （情報提供の申出の方法） 

第４条 情報提供の申出をする者は、院長に対して診療記録情報提供申出書（様式第１号。以下「申出書」

という。）を提出しなければならない。ただし、前条第１項第７号に掲げる者は、この限りではない。 



２ 情報提供の申出をする者は、院長に対して、前条第１項各号のいずれかに該当することを証明するた

めに必要な書類で院長が定めるものを提出又は提示しなければならない。 

 （情報提供の決定） 

第５条 院長（第３条第１項第７号に係る申出にあっては事務長。以下この条において同じ。）は、情報

提供の申出があった日の翌日から起算して１４日以内に、診療記録の申出に係る情報提供の可否を決定

しなければならない。 

２ 前項の決定をする場合において、第３条第１項第１号乃至６号に係る申出のときは、副院長、診療局

長、看護部長、医療安全室長、医療安全管理者、事務長及び医事室長の合議を経なければならない。 

３ 院長は、第１項の決定をしたときは、情報提供の申出をした者（以下「申出者」という。）に対して

診療記録情報提供等通知書（様式第２号）により、速やかに当該決定の内容を通知しなければならない。 

４ 院長は、やむを得ない理由により、第１項の規定する期間内に同項の決定をすることができないとき

は、情報提供の申出があった日の翌日から起算して３０日を限度として、その期間を延長することがで

きる。この場合において、院長は、速やかに当該延長の期間及び理由を診療記録情報提供等決定期間延

長通知書（様式第３号）により申出者に通知するものとする。 

 （情報提供の実施） 

第６条 院長は、前条第１項の規定により診療記録を情報提供する旨を決定したときは、速やかに申出者

に対し、当該診療記録を情報提供しなければならない。 

２ 診療記録の情報提供は、 閲覧又は写しの交付により行うものとする。ただし、院長は、申出者の求

めにより、要約書（診療記録の主要な内容を簡略にまとめたもので診療記録の内容を逸脱しないものを

いう。）を作成して交付することができる。 

３ 第４条第２項の規定は、診療記録の情報提供を受ける者について準用する。 

 （手続の省略） 

第７条 日常の診療活動における診療記録の説明において、診療記録の一部を患者等の閲覧に供する場合

は、第４条、第５条及び第６条に規定する手続きを省略することができる。 

 （情報提供しないことができる診療記録）   

第８条 院長は、情報提供の申出に係る診療記録が次の各号のいずれかに該当するものであるときは、診

療記録を情報提供しないことができる。 

（１）患者本人の治療効果に悪影響を及ぼすと認められるもの 

（２）患者本人以外のもの（以下「第三者」という。）に関する個人情報を含む診療記録であって、情報



提供することによって、当該第三者の正当な権利利益を損なうおそれがあるもの 

（３）第三者から得た情報で、当該第三者の了解を得られないもの 

（４）前各号に掲げるもののほか、院長が情報提供に適さないと判断したもの 

（費用の負担） 

第９条 第６条第２項本文の規定により写しの交付を受ける者は、当該写しの作成に要する費用を負担し

なければならない。 

２  前項の写しの作成に要する費用は実費相当額とし、用紙１枚につき１０円、画像等の写しを必要とす

る場合においては、可搬式媒体に記録するものとし、ＣＤ‐Ｒ１枚につき１００円、ＤＶＤ‐Ｒ１枚に

つき１２０円とする。ただし、上記以外の媒体による診療記録の写しの作成に要する費用の額について

は、当該費用の実費に相当する額とする。 

３ 前項の規定により算定した費用の額に、消費税及び地方消費税相当額を乗じて得た額を徴収する。 

 （円滑な診療記録の情報提供のための環境整備等） 

第１０条 院長は、個人情報の保護の観点から申出者に対して、自己の責任において当該情報の管理を慎

重に行うよう注意を喚起するものとする。 

２ 医師等は、診療録等を患者等に分かりやすいように作成するよう留意するものとする。 

３ 申出書、診療記録情報提供等通知書その他診療記録の情報提供に関する諸記録については、院内にお

いて厳格に管理及び保管するものとする。 

 （委任） 

第１１条 この要綱に定めるほか、診療記録の情報提供に関し必要な事項は院長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。  

附 則 

 この要綱は、平成１５年５月１日から施行する。  

附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年６月１日から施行する。 



   附 則 

 この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年１月４日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年１２月１日から施行する。 

 


